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こうした状況下、当期末の利益配当金につきましては、利

益配分に関する基本方針にもとづき、中間と同額の1株につ

き75円とし、年間の配当金は前期より10円増額した年間

150円とさせていただきます。なお、次期の利益配当金につ

きましては、利益状況と設備投資等を総合的に勘案して年

間160円を予定しています。

Nittoグループは、創業以来、社会の要請に耳を澄まし、

市場のウォンツを読み取って粘着技術や塗工技術など基幹

技術をベースにした数々の技術・製品を世に送り出し、さま

2016年度における経済環境は、海外において英国のEU

離脱決定、米国の大統領選挙など政治的に大きなイベント

があり、当初予想と異なる波乱の展開となりました。その後

米国経済は持ち直し、また中国経済が持ちこたえたことなど

もあり、年度を通じ緩やかな成長が継続しました。国内にお

いても、年度後半にかけ海外経済の回復による輸出の増加

や為替市場での円高修正が起きたことなどにより、緩やかな

がら景気回復が継続しました。

このような経済環境のもと、主力であるオプトロニクスで

は、年度前半は低迷したものの、年度後半のIT業界の生産数

量回復を着実に取り込むことで収益を改善させました。イ

ンダストリアルテープでは基盤機能材料で生産性向上によ

る収益性改善を実現しましたが、トランスポーテーション事

業ではほぼ横ばいとなりました。また、ライフサイエンスで

は事業ポートフォリオの変革の実現に向けた取組みを進め、

核酸医薬の分野において米国での受託製造事業を大きく伸

ばし、さらに長年開発を続けてきた肝硬変治療薬において、

米国製薬大手と独占ライセンス契約を締結し契約一時金を

受領しました。なお、平均為替レートは前年度が１米ドル＝

120.2円でしたが、当年度は108.9円となり、円高の影響を

受けました。

以上の結果、売上収益は2015年度と比較して、3.2％

減（以下の比較はこれに同じ）の7,677億円となりました。

また、営業利益は9.6％減の925億円、税引前当期利益は

10.0％減の917億円、当期利益は22.3％減の636億円、親

会社の所有者に帰属する当期利益は22.3％減の634億円と

なりました。

ざまな領域で事業を展開してきました。

今日、気候変動や人口構造の変化などに伴う社会的課題

が山積するなか、情報化やテクノロジーの進歩によって人々

の生活環境は激変しています。Nittoグループが培ってきた

技術には、こうした課題を解決する明日があります。社会か

ら信頼され、未来に向かって成長し続ける企業として、社会

に新しい価値を提供し続けていくことが使命であると考え

ます。

環境への配慮

2016年11月、国連史上の歴史的合意と賞賛される「パリ協

定」が発効しました。条約加盟国すべてが参加する地球温暖

化対策として、産業革命前からの平均気温上昇を「2度未満」

■セグメント※別業績　（単位：百万円）

2015年度 2016年度 前年同期比

イ
ン
ダ
ス
ト
リ
ア
ル

テ
ー
プ 売上

収益

基盤機能材料 191,134 186,187 97.4%

トランス	
ポーテーション 125,534 124,229 99.0%

計 316,668 310,416 98.0%

営業利益 24,885 26,214 105.3%

オ
プ
ト
ロ
ニ
ク
ス

売上
収益

情報機能材料 380,805 352,905 92.7%

プリント回路 51,533 42,871 83.2%

プロセス材料 23,625 23,410 99.1%

計 455,963 419,187 91.9%

営業利益 69,058 50,623 73.3%

ラ
イ
フ…

サ
イ
エ
ン
ス

売上収益 23,976 44,459 185.4%

営業利益 2,287 21,357 933.9%

そ
の
他

売上収益 29,562 26,039 88.1%

営業利益 2,917 -1,034 −

2016年度業績について

P6の「セグメント別業績」にある「全社・消去」は含まれていません。
※セグメントの分類を一部変更しました。

社会的課題の解決に向けて

Nittoグループの
事業活動環境負荷低減

省資源・省エネ
大容量データ通信
情報格差の解消

インフラの整備
医師・医療不足の解消
衛生環境の改善

安全な輸送
雇用機会均等
コンプライアンス

　　　　ダイバーシティ推進
　　　公正な労務管理
　ビジネス行動ガイドライン
CSR調達ガイドライン

CO2・トルエン排出量および廃棄物削減
　　リサイクル、リユース
　　　グリーン調達

サステナブル
プロダクツ

メンブレン製品

核酸受託

住宅用防水気密材料

医療・衛生関連製品

経皮吸収型テープ製剤

社会インフラ用防食材料

輸送機器用
防音材料
制振材料 電気・電子

部品関連材料

半導体関連製品

情報機器用光学フィルム

フレキシブルプリント基板

エアバック用フィルム

輸送機器用
　絶縁材料
　止水・防水材料
　耐熱材料

気候変動、
資源の枯渇

グローバル化

情報化、
テクノロジーの進歩

人口構造の変化
（高齢化、新興国の
人口増、都市化）

■社会的課題を解決する取組み

ステークホルダーの皆様へ

日東電工株式会社 
代表取締役 取締役社長 

株主・投資家様、お客様、お取引先様、地域社会の皆様には、…

日頃よりご愛顧とご支援を賜り、厚く御礼申し上げます。…

Nittoグループを代表して、2016年度のご報告と…

2017年度以降の取組みについてお伝えします。
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ス）などの分野において、新たな事業を創出していくことで

さらなる成長を推進します。Nittoグループはこれまで変化

をチャンスと捉え、市場のニーズに常に一歩先んじて応え社

内外の多様な技術や情報を組み合わせ、融合させてきまし

た。こうした強みを活かし新たな価値を創造していきます。

これらの成長戦略を支えるために、設備投資に加え、

M&A、環境施策などの戦略投資を積極的に行います。また、

メーカーとしての使命である、安全への取組み、モノづくり

の進化、品質やブランド価値の向上といった経営基盤の強

化をより一層推し進めます。これら施策を進めるうえで最も

重要な人財に関しては、グローバルな育成と登用、最適配置

を推進します。

※	中期経営計画の名称は、中期経営戦略と業績目標の着実な「実現」を目指す
ことを表したものです。

Nittoグループは、2018年10月に創立100周年を迎えま

す。この歴史的な節目を越え、次の100年においてさらな

る飛躍を「実現」するために、2017年度から2019年度まで

の3か年の中期経営計画「Jitsugen-2019」を策定しました。

「Jitsugen-2019」では、スマートフォンや自動車をはじめ

とする既存の事業分野で成長戦略を着実に実行し事業を拡

大するとともに、「無・減・代」（すべての業務、工程で「無くす、

減らす、代える」の視点で効率化を追求すること）を徹底して

生産性を高め、収益力の向上を図ります。また、グリーン（環

境関連）・クリーン（新エネルギー）・ファイン（ライフサイエン

に抑えることを目標にしています。

Nittoグループは、エネルギーの有効活用に適したネオジム

磁石や、環境汚染対策にも応用可能なメンブレン製品など環

境負荷を低減する製品を生み出してきました。また、お客様

の製造工程を簡便にし、資源・エネルギーの無駄を省く製品・

サービスも数多く提供しています。人類全体の脅威とも言わ

れる環境問題の解決に向けた技術や製品・サービスの開発を

加速させていきます。

生産活動に伴う環境負荷については、新しく策定した環境

中長期計画に沿って、CO2排出量およびトルエン大気排出量

と廃棄物排出量の削減を中心に取り組みます。

情報化・テクノロジーの進歩を支える

液晶ディスプレイには光学フィルムをはじめ、さまざまな

Nittoグループの部材が使われており、ディスプレイの薄型

化や大型化、画質向上に貢献し情報社会を支えてきました。

なかでも偏光板はトップシェアを誇り、独自に開発した超

薄型偏光板は、ウェアラブル端末など、よりフレキシブルな

ディスプレイを実現させます。また、透明導電性フィルム「エ

レクリスタ™」などタッチパネル用部材はスマートフォンや

タブレット端末の普及と機能性の向上に一役買っています。

今後、テレビやスマートフォンの画面は液晶から有機ELへ

シフトしていくことも予想されますが、変化を先取りし、次

世代ディスプレイに対応した高機能を有する部材の開発に

取り組んでいます。

テクノロジーは日進月歩、秒進分歩とも言われます。今、

IoT（モノのインターネット化）やAI（人工知能）の導入が加

速していますが、Nittoグループは多彩な技術を活用し、進

化を支える価値の創造に励みます。

生活の質の向上に寄与

先進国の人口高齢化や新興国の人口激増により、世界的

に医師や看護師など医療従事者の絶対数が確保できず、深

刻な問題になっています。Nittoグループは独自の技術を応

用した新しい投薬方法の開発などライフサイエンス分野にお

いてもさまざまな提案をしてきました。1970年代後半から、

世界に先駆けて経皮吸収型テープ製剤の開発に取り組み、コ

ントロールドリリースに最適な粘着剤合成をはじめ、安全性・

安定性に優れた製剤設計技術を確立しました。最近ではテー

プ製剤と、皮膚表面に微細な孔を開ける技術を組み合わせ

た「Nitto PassPort® System」などの開発も進めています。

これらが実用化されれば、注射や点滴といった医療従事者に

しか許されなかった薬剤投与が簡便になり、患者様のみなら

ず医師・看護師の負担を軽減することができます。

これまで治療が困難とされていた難病などの治療薬とな

り得る核酸医薬の分野にもNittoグループの技術が活かされ

ています。なかでも核酸医薬を用いた肝硬変治療薬は、昨年

の米国ブリストル・マイヤーズ スクイブ社との提携により、

開発が加速していくでしょう。

一方、新興国や途上国の生活水準が向上し、快適性や衛生

への関心が高まっています。NittoグループはHygiene事業

として、折り畳みテープ「ニトフォールド™」などの紙おむつ

関連材料も提供しています。また、「コロコロ®シリーズ」など

掃除を手助けするツールも取り揃え、衛生環境の改善や快適

な暮らしに寄与しています。

安心・安全な社会のために

グローバル化によって人々が世界中を行き交うようにな

り、交通機関の発達と迅速な輸送が求められるなか、一方で

過密かつ複雑な移動手段には輸送の安全性が問われます。

Nittoグループは、安全かつ快適な移動と環境保全を視

野に、自動車関連の部材を提供してきました。例えば、「ニト

ハード®」は軽量化が進む車体の強度を保つため幅広い需要

があります。航空機用防錆テープ「AEROSEAL®」は、結露に

よって床下に発生する錆を防ぐとともにメンテナンスしやす

い特長も兼ね備えており、航空機の安全に寄与しています。

こうした部材はほかの輸送機器へも応用できるため、用途の

拡大が期待できます。

また、事故発生時に乗員を保護するカーテンエアバッグ向

けの機能性フィルム事業にも着手しました。新しいニーズも

掘り起し、より快適で安全な輸送を支えていきます。

Nittoグループは事業活動においても「安全を全てに優先」

し、従業員の安全と健康を守る活動を行っています。製造現

場での事故・災害をなくすだけでなく、健康を保ち、常に安全

な行動を実践するよう意識改革に努めます。

中期経営計画「Jitsugen※-2019」

■中期経営計画　“Jitsugen-2019”

2016年度
（実績）

2017年度 2019年度2018年度
創立100周年

事業ポートフォリオ変革をさらに進め 
Nitto-New Centuryでの持続的成長を目指す 

Nitto-New Century

7,677億円

売上収益

925億円

営業利益

8,000億円

売上収益

1,000億円

営業利益

9,300億円

売上収益

1,300億円

営業利益

高付加価値製品での事業拡大
グリーン・クリーン・ファインで新事業創出

事業ポートフォリオ変革

設備投資 2,100億円
戦略投資 1,900億円

資源投入4,000億円

無・減・代による生産性改革

継続的な構造改革
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連携

監査役会

会計監査人

選任・解任 選任・解任 選任・解任

経営・報酬
諮問委員会

経営戦略会議

執行役員

事業部門・本社部門
事業部門戦略会議
本社部門会議

グループ各社

情報セキュリティ委員会

環境安全委員会

内部統制委員会

適時開示委員会

法令倫理委員会

危機管理委員会

CSR委員会

取締役会

代表取締役

CSR担当部署

内部統制・
監査担当部署

監査

監査
監査

監査監査

連携

連携

連携

連携 連携

社外取締役
社外監査役

株主総会

グループ会社
監査役

■コーポレートガバナンス体制図 〈2017年７月〉

全体のガバナンスをさらに高めるべく継続的な取組みを進

めてまいります。

※	取締役会の実効性に関する評価の結果概要については、ウェブサイト「IR情
報―適時開示書類」よりご参照いただけます。

Nittoグループは、従業員一人ひとりがThe Nitto Way

を実践しながら「実現力」を発揮することで、持続的な成長

を目指します。

NittoはAssociation of Tennis Professional（ATP）

と、男子プロテニスのシーズン最終戦「ATPファイナルズ」

のタイトルスポンサーにつく契約を締結しました。期間は

2017年から2020年までの4年間で、「Nitto ATPファイナ

ルズ」として開催されることになります。この大会は、世界の

シングルスならびにダブルスから選抜された年間成績上位

8人が競い合う世界最大のインドアテニス

トーナメントです。

今回の協賛を通してグローバルにNitto

ブランドを浸透させ、新たなビジネスパー

トナーとのコラボレーションなどを通して

イノベーション創出を目指します。

2015年度は「コーポレートガバナンス元年」と言われ、各

企業がコーポレートガバナンス・コードへの早急な対応を

迫られました。これに呼応するため、また2014年に刷新し

た「経営理念」を実践するため、Nittoはガバナンス体制を再

構築するとともに、「コーポレートガバナンスに関するガイド

ライン」を策定しました。

続く2016年度は、ガバナンスという言葉が世間の耳目

を集めるなか、策定したガイドラインの実効性が試された1

年でした。Nittoは取締役会の実効性に関する分析・評価を

行い、結果概要を開示※しました。取締役・監査役による協

議により、取締役会は有効かつ適切な運用が行われている

と判断しています。この結果に甘んずることなく、取締役会

ATPファイナルズ協賛

ガバナンスの強化


